
※上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。
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2023年9⽉20⽇

受益者用資料

最終利回り

年6.60%

購入時手数料（税込）
（上限料率÷信託期間年数）

年0.11%

為替ヘッジコスト
（5年）

年4.50%程度

信託報酬（税込）

年0.7425%

実質的な
最終利回り

年1.25%程度

－ － － ＝

ポートフォリオの状況 国・地域別比率 業種別比率 格付別比率

＊1 景気動向の影響を比較的受けにくい業種（例：食品や医薬品など）
＊2 景気動向によって業績が左右されやすい業種（例：ホテルやレジャーなど）
※上記円グラフの各比率は、組入債券評価額に対する割合です。

「Oneグローバル・ターゲット利回り債券ファンド2023－06（限定追加型）」（以下、当ファンド）は2023年

6月28日の設定後、運用を開始し、2023年8月7日にポートフォリオの構築が完了しました。

当資料では、ポートフォリオ構築完了時点における組入状況のほか、足もとの市場環境やポートフォリオのポイ

ントなどについてご案内します。

ポートフォリオの状況①

ポートフォリオの構築完了のお知らせ

※最終利回りなどの各数値は、ポートフォリオの構築完了日時点の状況に基づき計算しています。

構築完了日における各種コスト控除後の実質的な最終利回り（推計値）

最終利回り
（年率）

6.60％

平均残存期間 2.83年

平均格付け BBB

銘柄数 126

修正
デュレーション

2.53

通貨別比率

米ドル 98.4%

現金等 1.6%

※通貨別比率は、純資産総額に対する
割合です。

※ポートフォリオの状況は、純資産総額
をもとに計算しています。

※最終利回りは、各債券の最終利回り（取得時）を投資比率（取得時）で加重平均し、為替変動の影響を受けないよ
う計算しています。※平均格付けは構築完了日時点でのポートフォリオ内の全銘柄の平均を記載したものであり、
当ファンドの信用格付けではありません。 ※業種はブルームバーグの基準に基づいています。 ※格付けは主要格
付会社（S&P、Moody’s、Fitch）の格付けのうち最上位の格付けを表示したものであり、当ファンドの信用格付
けではありません。また、＋・－等の符号は省略し、S&Pの表記方法にあわせて表示しています。 ※比率の合計は
四捨五入の関係で100％とならない場合があります。
出所：ブルームバーグ、PIMCOのデータをもとにアセットマネジメントOne作成

※最終利回りは、各債券の最終利回り（取得時）を投資比率（取得時）で加重平均し、為替変動の影響を受けないよう計算しています。組入債券の満
期とファンドの償還時期は異なる場合があります。上記は当ファンドの収益率を示すものではありません。また、当ファンドを換金する場合も含めて、当該利
回りが償還時まで維持されることを示唆・保証するものではありません。さらには信託期間中に当ファンドを換金した場合は、上記水準を下回る場合があり
ます。ポートフォリオの組入債券の償還時期によっては、上記の水準を下回ることがあります。 ※為替ヘッジコストは、構築完了日時点の金利および為替の実
績に基づく推計値であり、当該コストが実現されるものではありません。 ※購入時手数料、信託報酬のほか、その他費用・手数料もご負担いただきます。当
ファンドの保有期間中にご負担いただく費用・手数料の詳細についてはP4および投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。※組入債券が信託期間内
に償還された場合等には、他の債券に再投資することがあります。再投資する債券は信託期間内に償還されるものとします。また、換金への対応のため、組入
債券をその時点の時価で売却し、為替ヘッジを時価で一部解消することがあります。

巻末の「ご注意事項等」をご確認ください。

※ 当ファンドの購入申込期間は終了しています。

景気動向の影響を比較的受けにくい業種（例：食品や医薬品など）
景気動向によって業績が左右されやすい業種（例：ホテルやレジャーなど）
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2023－06（限定追加型）

銘柄名 国・地域 通貨 業種
クーポン

（％）
償還日

最終利回り
(年率、％）

格付け
組入比率

（％）

1 TモバイルUSA 米国 米ドル 通信 3.5 2025/04/15 5.53 BBB 2.1

2 アムジェン 米国 米ドル 非景気循環消費財 5.2 2028/03/02 5.15 BBB 1.6

3 ミッドウエスト・コネクター・キャピタル 米国 米ドル エネルギー 3.9 2024/04/01 6.83 A 1.6

4 サントリーホールディングス 日本 米ドル 非景気循環消費財 2.3 2024/10/16 6.01 BBB 1.5

5 ルネサスエレクトロニクス 日本 米ドル テクノロジー 1.5 2024/11/26 6.44 BBB 1.5

6 コルボ 米国 米ドル テクノロジー 1.8 2024/12/15 6.56 BBB 1.5

7 バークシャー・ハサウェイ・エナジー 米国 米ドル 電力 3.3 2028/04/15 5.03 A 1.5

8
ブロードコム／ブロードコム・ケイマン・
ファイナンス

米国 米ドル テクノロジー 3.5 2028/01/15 5.42 BBB 1.5

9 ナットウエスト・グループ 英国 米ドル 銀行 7.5 2025/11/10 6.33 A 1.5

10 CDW／CDWファイナンス 米国 米ドル テクノロジー 2.7 2026/12/01 5.77 BBB 1.5

組入銘柄数：126

※上記は過去の情報または運用実績であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

巻末の「ご注意事項等」をご確認ください。
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※ポートフォリオ構築完了日（2023年8月7日）時点のデータを8月8日取得の情報で作成しています。
※組入比率は純資産総額に対する割合です。
※業種はブルームバーグの基準に基づいています。
※償還日は繰上償還条項が付与されている場合は次回の繰上償還予定日を表示しています。
※最終利回りは繰上償還条項が付与されている場合は次回の繰上償還予定日を使用して算出しています。
※格付けは主要格付会社（S&P、Moody’s、Fitch）の格付けのうち最上位の格付けを表示したものであり、当ファンドの信用格付けではありません。
また、＋・－等の符号は省略し、S&Pの表記方法にあわせて表示しています。

※当ファンドにおける保有の継続を示唆・保証するものではありません。また、掲載した個別銘柄の売買を推奨するものではありません。
出所：ブルームバーグのデータをもとにアセットマネジメントOne作成

組入上位10銘柄

ポートフォリオの状況②

市場環境について（2023年6月～7月）

ポートフォリオ構築におけるポイント

PIMCOの経済見通しに基づき、今後景気後退に陥る可能性も指摘されるなか相対的に高い債務支払い
能力を有するとみられる銘柄を中心に、利回り水準や取引コストも考慮したうえで、ポートフォリオの構築を行い
ました。

業種別配分については、キャッシュフローの安定性が見込まれる非景気循環消費財の製薬会社、エネルギー
関連の電力会社やパイプライン運営会社、2008年の金融危機以降の規制強化を背景に安定的な財務状
況を維持している大手銀行などの金融関連会社などに分散投資をしています。

格付別配分については、信用力の高い投資適格社債を中心に、ハイイールド社債のセクターでは、リスク管
理の観点から分散を効かせつつ、大手自動車会社や航空会社などに投資をしています。

2023年6-7月の金融市場は、依然インフレ率が先進国の中央銀行のターゲット水準を上回って推移する
なか、FRB（米連邦準備理事会）やECB（欧州中央銀行）による利上げ観測が高まり、欧米を中心に金
利上昇が進行しました。今後の金融政策については、経済指標やデータ次第とするFRBに対して、欧州では
引き続き金融引き締めスタンスが示されるなど、地域による政策対応の違いなどには注意が必要です。

当ファンドの主要投資対象である社債市場では、好調な企業決算などを背景にスプレッド（国債利回りに
対する上乗せ金利）はおおむね安定した推移となりました。

ポートフォリオを構築する環境としては、社債市場は堅調なもののマクロ経済の先行きにも配慮しながら、慎
重な銘柄選択やリスク分散を行いました。



当ファンドは、値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、ファンドの基準価額は変動し

ます。これらの運用による損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本は保証されている

ものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。

また、投資信託は預貯金と異なります。

金利変動リスク 金利の変動は、公社債等の価格に影響をおよぼします。金利の上昇は、一般に公社債の価格を下落させ、基準

価額が下落する要因となります。

信用リスク 有価証券等の価格は、その発行体に債務不履行等が発生または予想される場合には、その影響を受け変動し

ます。当ファンドが投資する債券の発行者が経営不安・倒産に陥った場合、またこうした状況に陥ると予想される

場合、信用格付けが格下げされた場合等には、債券の価格が下落したり、その価値がなくなることがあり、基準

価額が下落する要因となります。

為替変動リスク 為替相場は、各国の政治情勢、経済状況等の様々な要因により変動し、外貨建資産の円換算価格に影響をおよ

ぼします。組入外貨建資産について原則として対円で為替ヘッジを行い為替リスクの低減をめざしますが、為替

リスクを完全に排除できるものではなく為替相場の影響を受ける場合があります。また、為替ヘッジには、円金利

がヘッジ対象通貨の金利よりも低い場合、その金利差相当分程度のコストがかかることにご留意ください。

流動性リスク 有価証券等を売却または取得する際に市場規模や取引量、取引規制等により、その取引価格が影響を受ける

場合があります。一般に市場規模が小さい場合や取引量が少ない場合には、市場実勢から期待できる価格どお

りに取引できないことや、値動きが大きくなることがあり、基準価額に影響をおよぼす要因となります。

カントリーリスク 投資対象国・地域の政治経済情勢、通貨規制、資本規制、税制、また取引規制等の要因によって資産価格や通

貨価値が大きく変動する場合があります。海外に投資する場合には、これらの影響を受け、基準価額が下落する

要因となります。当ファンドは新興国の債券にも投資を行います。新興国の経済状況は、先進国経済と比較して

一般的に脆弱である可能性があります。そのため、当該国のインフレ、国際収支、外貨準備高等の悪化等が債

券市場や為替市場におよぼす影響は、先進国以上に大きいものになることが予想されます。さらに、政府当局に

よる海外からの投資規制や課徴的な税制、海外への送金規制等の種々な規制の導入や政策の変更等の要因も

債券市場や為替市場に著しい影響をおよぼす可能性があります。

ファンドの投資リスク

基準価額の変動要因

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

その他の留意点

 為替ヘッジ取引は、取引相手の信用リスクを負うこととなります。

当ファンドは信託期間に合わせた期間固定の為替ヘッジ取引を行いますが、為替ヘッジの取引相手の信用リスクが高まったと判

断される場合等には、当該為替ヘッジ取引を解消し改めて為替ヘッジ取引を行うことがあります。その場合、為替ヘッジ取引にか

かるコストが変動することにより、当ファンドの実質的な平均最終利回りが低下することがあります。

 投資した債券が満期償還される場合、繰上償還される場合、または償還日前に売却される場合には、別の債券に投資することが

あり、金利低下局面等においては、再投資した債券の利回りが、当初投資した債券の利回りより低くなる可能性があります。

分配金に関する留意事項
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 収益分配は、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および売買益(評価益を含みます。))を超えて行われる

場合があります。したがって、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

 受益者の個別元本の状況によっては、分配金の全額または一部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。個

別元本とは、追加型投資信託を保有する受益者毎の取得元本のことで、受益者毎に異なります。

 分配金は純資産総額から支払われます。このため、分配金支払い後の純資産総額は減少することとなり、基準価額が下落する要

因となります。計算期間中の運用収益以上に分配金の支払いを行う場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落す

ることになります。

巻末の「ご注意事項等」をご確認ください。

Ｏｎｅグローバル・ターゲット利回り債券ファンド
2023－06（限定追加型）



●その他にもお取扱いを行っている販売会社がある場合があります。

また、上記の販売会社は今後変更となる場合があるため、販売会社または委託会社の照会先までお問い合わせください。

○印は協会への加入を意味します。

※上記手数料等の合計額等については、購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

※税法が改正された場合等には、税込手数料等が変更となることがあります。

委託会社およびその他関係法人

＜委託会社＞アセットマネジメントOne株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第324号
加入協会：一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会
＜受託会社＞みずほ信託銀行株式会社
＜販売会社＞販売会社一覧をご覧ください。

照会先

230808JS313607構築時レポート

ご注意事項等

当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が作成したものです。

お申込みに際しては、販売会社からお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

当ファンドは債券等の値動きのある有価証券（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）に投資をしますので、市場環境、組入

有価証券の発行者に係る信用状況等の変化により基準価額は変動します。このため、投資者のみなさまの投資元本は保証されて

いるものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投

資者のみなさまに帰属します。また、投資信託は預貯金とは異なります。

当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が信頼できると判断したデータにより作成しておりますが、その内容の完全性、正確性につ

いて、同社が保証するものではありません。また掲載データは過去の実績であり、将来の運用成果を保証するものではありません。

当資料における内容は作成時点のものであり、今後予告なく変更される場合があります。

投資信託は

① 預金等や保険契約ではありません。また、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。加えて、証

券会社を通して購入していない場合には投資者保護基金の対象にもなりません。

② 購入金額については元本保証および利回り保証のいずれもありません。

③ 投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る場合がありますが、これによる損失は購入者が負担することとなります。

ファンドの費用 （くわしくは投資信託説明書(交付目論見書)を必ずご覧ください)

販売会社 （お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください)
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ご 購 入 時 購 入 時 手 数 料 購入価額に0.55％（税抜0.5％）を上限として、販売会社が定める手数料率を乗じて得た額
となります。
※当ファンドの購入申込期間は終了しています。

ご 換 金 時 換 金 時 手 数 料 ありません。

信託財産留保額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.5％の率を乗じて得た額とします。

保 有 期 間 中
（信託財産から間
接的にご負担いた
だ き ま す 。 ）

運 用 管 理 費 用
（ 信 託 報 酬 ）

ファンドの日々の純資産総額に対して年率0.7425％（税抜0.675％）

そ の 他 の
費 用 ・ 手 数 料

組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料、信託事務の諸費用、外国での
資産の保管等に要する費用、監査費用等が信託財産から支払われます。
※その他の費用・手数料については、定期的に見直されるものや売買条件等により異なるものがあ
るため、事前に料率、上限額等を表示することができません。

商号 登録番号等
日本証券業

協会

一般社団法

人日本投資

顧問業協会

一般社団法

人金融先物

取引業協会

一般社団法

人第二種金

融商品取引

業協会

みずほ証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第94号 ○ ○ ○ ○

株式会社みずほ銀行 登録金融機関　関東財務局長（登金）第6号 ○ ○ ○

アセットマネジメントOne株式会社

コールセンター：0120-104-694

(受付時間：営業日の午前9時～午後5時）

ホームページURL：http://www.am-one.co.jp/

Ｏｎｅグローバル・ターゲット利回り債券ファンド
2023－06（限定追加型）


